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４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、分任契約担当者から当
該書類に関し説明を求められた場合は、それ
に応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると分任契約担当者が判断した入札
者であって、放送大学学園契約事務取扱規程
第11条の規定に基づいて作成された予定価格
の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入
札を行った入札者を落札者とする。ただし、
落札者となるべき者の入札価格によっては、
その者により当該契約の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められると
き、又はその者と契約を締結することが公正
な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあっ
て著しく不適当であると認められるときは、
予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札
した次順位者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kazunori Maruyama, Di‑

rector Department of Finance, The Open

University of Japan Foundation

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : TV camera crane update 1 Set

 Delivery period : By 31 March, 2022

 Delivery place : The places specified by

the obligating officer

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 4 and 5 of the

Regulation concerning the Contract for

The Foundation for the Open University

of Japan,

Ｂ have the Grade A, Grade B, Grade C or

Grade D qualification during fiscal 2021

in the Kanto・Koshinetsu area in manu‑
facture of product or sales of product for

participating in tenders by Single qualifi‑

cation for every ministry and agency,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products or

rental products,

Ｄ not be currently under a suspension of

business order as instructed by Director.

 Time limit of tender : 17 : 00 26 July,

2021

 Contact point for the notice : Soshi

Hirata, Procurement Section 1, The Open

University of Japan Foundation, 211
Wakaba Mihama‑ku Chiba‑shi Chiba‑ken

2618586 Japan, TEL 0432984229
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入札公告の訂正

令和３年６月１日
国立大学法人東北大学理事 植木 俊哉

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 04
〇第３号
１ 掲載日 令和３年４月16日（号外政府調達第
72号）

２ 訂正内容 21ページ３段目、34行目、５中
「Graduate School of Pharmaceutical Sci‑
ences＆ Faculty of Pharmaceutical Sciences,
Tohoku University」を「Graduate School／
School of Medicine, Tohoku University」に
訂正します。
〇第４号
１ 掲載日 令和３年４月16日（号外政府調達第
72号）
２ 訂正内容 22ページ２段目、22行目、５中
「Graduate School of Pharmaceutical Sci‑
ences＆ Faculty of Pharmaceutical Sciences,
Tohoku University」を「Graduate School／
School of Medicine, Tohoku University」に
訂正します。

 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、企業・技術者の能力等、品質確保
のための体制、その他の施工体制の確保状況
を確認し、施工内容を確実に実現できるかど
うかについて審査し、評価を行う施工体制確
認型総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の試行工事である。なお、上記取り組みの詳
細については、国土交通省中部地方整備局
ホームページアドレス：https://www.cbr.
mlit.go.jp/

「公開情報」「入札・契約情報」「工事」
「総合評価運用ガイドライン等（工事関係）」
に記載されているとおりである。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の対象工事であ
る。
 本工事は、入札書及び技術提案書等の同時
提出を行う工事である。
 本工事は、施工手順の工夫等の創意工夫に
よる生産性向上の取り組みを推進する「生産
性向上チャレンジ」の試行対象工事である。
 本工事は、国土交通省が提唱するi-Con‑
structionに基づき、ＩＣＴ技術の全面的活
用を図るため、起工測量、設計図書の照査、
施工、出来形管理、検査及び工事完成図や施
工管理の記録及び関係書類について３次元
データを活用するＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ土
工）である。
但し、砂防工事など施工現場の環境条件に
より、ＩＣＴ建設機械による施工が困難とな
る場合は従来型建設機械による施工を実施し
てもＩＣＴ活用工事とする。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和３年６月１日

支出負担行為担当官
中部地方整備局長 堀田 治

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23
〇第１号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 令和３年度 揖斐川御砂樋管改築
工事（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
 工事場所 三重県桑名市下深谷部地先
 工事内容 河川土工 １式、樋門・樋管本
体工 １式、法覆護岸工 １式、構造物撤去
工 １式、仮設工 １式、上屋工 １式
 全体工期 契約締結日の翌日から令和８年
２月27日まで（但し、令和３年11月１日まで
に工事の始期を設定すること）
工事を施工しない日 設計図書のとおり
工事を施工しない時間帯 設計図書のとおり
本工事は、受注者が全体工期内で工事の始
期及び終期を任意に設定することができるフ
レックス工期を採用した工事である。工事の
始期までの余裕期間内は、監理技術者等を配
置することを要しない。また、現場に搬入し
ない資材等の準備を行うことができるが、資

材の搬入や仮設物の設置等、工事の着手を
行ってはならない。なお、余裕期間内に行う
準備は受注者の責により行うものとする。
 使用する主要な資機材 別冊図面及び別冊
仕様書のとおり
 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律」（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
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